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背景 ～技術職員の確保における現状と解決策の検討～

老朽化・自然災害への対応 収益の減少

上下水道技術職員の確保 育成 定着が重要

上水道・下水道に共通する課題 ～重要な社会インフラ～



課題となる三つの『ない』

➣辞めないわけが『ない』

➣よくわから『ない』 ➣受け継がれ『ない』

・ 仕事と家庭が両立しずらい
・ キャリアパスに不安を感じる
・ 給与が低い

・ 上下水道事業の仕事内容が
わかりずらい

・ きつい、汚い、危険な印象
・ セールスポイントが少ない

・ 業務の属人化
・ 暗黙知の多さ
・ 専門的すぎる



一 よくわから『ない』
課題となる三つの『ない』

出典：株式会社インタツアー https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000127.000058834.html

上下水道事業を含むインフラ業界はマイナスイメージを持たれたり、
仕事内容がよくわからないという印象を持つ人が多い。
これが、辞退数の増加や応募人数の減少などに繋がっている。



二 辞めないわけが『ない』

課題となる三つの『ない』

出典：総務省ホームページ https://www.soumu.go.jp/main_content/000972061.pdf

職員数、事業数は年々減少しており、転職が一般化していることも、
職員の定着率が低下している要因。
採用される職員もキャリア重視やワークライフバランス重視など様々な考え方を持っている。



三 受け継がれ『ない』
課題となる三つの『ない』

出典：人事院ホームページ
https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/h27/1-
2-02-2-1.html

出典：総務省ホームページ
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd1
21110.html

若年人口が減る中で、ベテラン職員の比率が高まっている。
このような状況では技術の継承が困難である。



第一の矢
［確保］

●採用力の強化 ➢採用ブランディング補助の創設
持続可能な組織に向け、戦略的な採用手法の確立

第二の矢
［定着］

●選ばれ続ける職場 ➢地方公共団体主導型保育事業の創設
「ワークライフ・インテグレーション」を後押しし、離職者0人を実現

第三の矢
［育成］

●技術力の底上げ ➢民間企業との人事交流
民間との協力による、技術力の「維持」から「底上げ」への改革



今後、採用数が減少し人手不足の深刻化が予測される地方公共団体に対し、採用専門業者と連携し、採用力の向上及び採
用数の増加を推進するための事業制度

第1次国土強靭化実施中期計画の第4章 推進が特に必要となる施策（全114施策（234指標））のうち、上下水道に係る実施内容の7
割を達成している。

補助要件

地方公共団体の採用活動を、採用専門業者による伴走支援を活用し実施する事業。
※「伴走支援」とは、現状のヒアリング、課題の明確化、人材要件整理、募集手法の見直し、採用手法の見直し等を専門業者が支援することをいう。
伴走支援に係る費用を、上限3千万とし全額を補助。

内容

地方公共団体

新卒・中途

採用計画
の立案

求める人物
像・選考基
準の決定

募集条件の
決定・求人
票作成

募集方法の
決定

選考フロー
の決定 選考開始 内定通知 内定者

フォロー 入社

※採用専門業者による伴走支援範囲（想定）
採用フロー



こども家庭庁主管の「企業主導型保育事業」の地方公共団体版
地方公共団体の積極的な保育所設置を促すことにより、ワークライフ・インテグレーションの実現を後押し、20代・30代・40代の子育て世代の定
着を図る

子ども家庭庁主管の「企業主導型保育事業」
と同様の事業内容。

地域枠は定員の50%以内で設定する。

事業内容 助成内容

参考：内閣府 企業主導型保育事業パンフレット

参考：企業主導型保育事業の実施状況

参考：内閣府 企業主導型保育事業パンフレット



総務省主管の地域活性化起業人制度の上下水道版
地方公共団体が、公共工事などで繋がりがある企業等と人事交流を図り、互いのノウハウや知見を活かしながら、上下水道業界
の技術力の底上げを図る

関係図

地方公共団体
要件
・上下水道事業を実施してい
る地方公共団体
受入先
・契約事務、設計業務以外
の業務を実施する部署

地方公共団体
要件
・上下水道事業を実施してい
る地方公共団体
受入先
・契約事務、設計業務以外
の業務を実施する部署

民間企業
要件
・ 受入地方公共団体の入札参
加資格保有かつ公共工事
（上水道）の受託実績がある
受入先
・地方公共団体と協議のうえ決
定する

民間企業
要件
・ 受入地方公共団体の入札参
加資格保有かつ公共工事
（上水道）の受託実績がある
受入先
・地方公共団体と協議のうえ決
定する

人事交流

国土交通省
地方公共団体、民間企業が上下水道活性化起業
人制度を有効かつ円滑に活用できるよう支援

国土交通省
地方公共団体、民間企業が上下水道活性化起業
人制度を有効かつ円滑に活用できるよう支援

マッチングセミナーの開催
制度活用の地方公共団体に対し、重点配分
制度に関心がある民間企業の掘り起こし

参考：総務省 総務省の地域力創造施策の新規・拡充
事業について

参考：地域活性化企業人の推移

（協定を締結）



• 技術力の向上
• 専門知識の習得
• 業界での連携強化
• 幅広い人脈の形成

第一の矢
［確保］

第二の矢
［定着］

第三の矢
［育成］

メリット デメリットへの対処デメリット

• 戦略的な採用手法の確立
• 応募者数の増加
• 選考負担の軽減

• 長期計画の策定
• 委託会社の基準を
設ける

• 短期間では成果が見えづらい
• 委託するコンサル会社によって
成果に偏りがある

• 離職者の減少
• 自治体イメージの向上
• 多様な働き方を実現
• 地域貢献

• 既存施設の利用
• 小規模保育の実施
• 保育士採用の促進
• 保育士支援制度の
導入

• 業務と受入企業の棚卸
し

• リモート導入による参加
ハードルの低下

• 地方では待機児童数が減少
しているため、新規実施の
ハードルが高い

• 保育士の不足

• 人手不足により交流できる
職員及び職場が限られる

• 受入先が固定化される恐れ
がある



技術職員の減少を食い止めることは困難・・・
人材が減っていくことを前提に検討を進めることが必要！

そのためには３本の矢だけでなく、DXの推進、新技術の活用など
様々な矢を「人材難」という的に的確に当てていくことが重要です。

日本全国の自治体 公共団体で
力を合わせてこの課題を乗り越えましょう！


